
＜ご注意＞
この解答は、株式会社建設経営サービス
（KKS)が作成したもので、試験機関による
正式な採点結果を保証するものではありません。
あくまで解答例としてご利用ください。
また、配点及び合格ラインもKKSの予想です。
本解答例の著作はKKSに帰属します。予告なく
内容を変更する場合があります。★予想合格ライン７０点

建設業では、工事を適正価額で受注するためにかなりの

経営努力が費やされることから、事前原価計算が重視さ

れる。事前原価測定は、注文獲得や契約価格設定のため

に算定される見積原価計算、現実の企業行動を想定して

算定される予算原価計算、原価能率の増進のために、規

準値として算定される標準原価計算に区分することがで

きる。見積原価計算は一種の原価調査として、予算原価

計算及び標準原価計算は原価計算制度として機能する。

複数の車両によって工事用資材の運搬をしている場合の

費用を個別の工事原価に算入する手法としては、社内セ

ンター制度と社内損料制度がある。前者は、各種の車両

を調達、保管、整備し、工事用資材の運搬を担当する部

門が、施工部門のために補助的サービスを提供する社内

センターとして、車種別等の使用率を決定し、一括管理

する方法である。後者は、車両の時間当たり又は日数当

たり等の使用料を事前に設定しておく方法である。
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1.「経費」の定義には「出張所等経費配賦額」も含まれている。
「建設業法施行規則別記様式第15号及び第16号の
国土交通大臣の定める勘定科目の分類を定める件」
（昭和57年建設省告示第1660号）

2.「原価計算基準」における定義とほぼ同じ。
同定義中の「財産又は用役」を問題文中の「財貨」と
置き換えても文意は変わらない。

3.「控除すべき」が不適切。自家消費を予定する場合もある。
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